
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5966

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人

品 130 203 135 210 140 282 215 220 225 230

件 1,200 1,673 1,400 1,946 1,500 0 0 0 0

人 1,700 5,028 1,900 5,537 2,100 6,126 5,700 5,900 6,100 6,300 1,900 6,100

千円 28,900 110,284 32,300 116,065 35,700 126,248 118,000 120,000 122,000 124,000 32,300 122,000

千円 12 11 11 16 15 15 14

千円 12 11 11 16 15 15 14

千円 54,389 55,961 58,861 84,811 84,811 84,811 84,811

千円 4,926 5,279 5,907 5,279 5,279 5,279 5,279

千円 59,315 61,240 64,768 90,090 90,090 90,090 90,090

千円

千円

千円

千円

千円 59,315 61,240 64,768 90,090 90,090 90,090 90,090

千円 59,315 61,240 64,768 90,090 90,090 90,090 90,090

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

,

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

平成２７年度税制改正により、寄附金控除枠の拡大や一定要件を満たせ
ば、確定申告を不要とするワンストップサービスの導入により、ふるさと
納税が容易となる環境が整備された。
一方、加熱する返礼品競争を是正するべく、総務大臣が基準（返礼割合3
割以下かつ地場産品に限定）に適合する地方団体をふるさと納税（特例控
除）の対象として指定することとする税制改正が行われた。

返礼品種類数

郡山市を応援する人

寄附申込者数

指標名

寄附案内通知件数（Ｈ３０～）

平成２０年度の税制改正によって、ふるさとへの思いを寄附金という形で実
現した場合に、所得税及び住民税から控除される仕組みが導入された。

まちづくり基本指針三次実施計画

対象指標

単位コスト（所要一般財源から算出） 寄付申込件者１人あたりのコスト

事業費

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

寄附金額（応援寄附金）

単位コスト（総コストから算出）寄付申込件者１人あたりのコスト

活動指標①

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

手段 意図（目的）

ウェブサイト及び民間運営のポータルサイト等により、税法上の寄附金控除制度並びに返礼品等の情報
発信を行う。

ふるさと納税制度の理解を求めるとともに、寄附によるふるさと応援の拡充を図る。

コロナ渦での巣ごもり需要などでふるさと納税市場が拡大し、認知度も高まっている。
今後も、全国の自治体で積極的な事業展開が進められると考えられる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

ー

政策体系

基盤的取組：行政経営効率化　等 10.4
17.1

大綱（取組）

こおりやま応援寄附金事業

住民意向分析

寄附金の使い道が、教育・福祉といった分野別からより具体的な事業別へと変化してき
ている。また、魅力ある返礼品の提供により寄附意欲が高まる傾向がある。

税務部 市民税課

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）
指標名

歳入計

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

ニーズ（小）

成果指標③

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

ふるさと納税制度の認知度が高まったことにより、参入事業者が増加し、返礼品の登録数が目標値を大き
く上回った。
※本市へ寄附をいただいた方への寄附案内通知（ダイレクトメール）廃止している。

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

市債

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

一般財源等

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

二次評価コメント

【事業費】
寄附件数及び金額の増加により、委託料及び返礼品代等が
増加することにより事業費が増大した

【人件費】
寄附件数が増大することにより事務量が増加したことによ
り、人件費も増大した

2024年度（令和６年度）

総事業費（事業費・人件費）分析結果成果指標分析結果

2023年度（令和５年度）

参加事業者及び返礼品の拡充により寄附件数、金額ともに増加した。
今後においても返礼品を通して本市の魅力をアピールするとともに、寄附者の
ニーズをくみ取り返礼品の拡充等を行い、寄附件数、金額の増大を図る。
また、庁内関係課と連携することにより、新たな返礼品の開拓や本市のPRを行
う。

一次評価コメント

ニーズ（小）

代替事業（無）

単位

返礼品と参加事業者の拡充を図ったことにより、目標値を寄附件数は約2.9倍・寄附金額は約3.5倍とも
に上回った。

○

継続

代替事業（有）

継続

○

代替事業（有）

ニーズ（大）

ニーズ（大）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、ふるさと納税制度の理解を深めるとともに、こおりやまを応援する寄附
により、財源を確保する事業である。
　令和４年度は、返礼品の種類が前年度と比較し72品目増加した。これは、参入事業者
向けの説明会開催や広報等により周知が図られたことで、当該事業の内容が事業者に浸
透し、事業の充実が図られたことが成果として表れている。
　また、前年度と比較し、寄付申込者数は589人増、寄付金額は10,183千円増と前年度を
上回っており、ふるさと納税制度への理解の深まりと併せ、当該事業の目的である財源
確保に成果が表れている状況である。
　今後においても、体験型返礼品などの新たな返礼品の需要により、さらに市場が拡大
することや、それに伴い郡山市を訪れる方が増加することによる経済的相乗効果も期待
できることから、継続して事業を実施する。
　なお、リピーター増加のため、返礼品の充実を図る等、さらなる魅力アップに努める
必要がある。

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5647

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 19,932 20,444 21,954

件 40,000 32,054 40,000 28,924 40,000 27,757 40,000 40,000 39,000 38,000

回 4 3 4 2 4 4 4 4 4 4

件 2,600 1,667 2,600 1,539 2,600 1,555 2,600 2,600 2,500 2,400

％ 96.2 96.22 96.4 96.80 96.6 96.89 96.6 96.6 96.6 96.60 96.4 96.6

％ 27.0 27.8 27.0 27.6 27.0 27.2 27.5 28.0 28.5 29.0 27.0 28.5

％ 35.5 36.2 36.5 38.6 38.5 41.0 39.0 39.5 40.0 40.5 38.6 40.0

千円 12.30 14.74 13.72 14.45 14.45 14.45 14.45

千円 12.30 14.74 13.72 14.45 14.45 14.45 14.45

千円 42,716 65,441 74,361 54,182 54,182 54,182 54,182

千円 245,259 235,991 226,800 234,848 234,848 234,848 234,848

千円 287,975 301,432 301,161 289,030 289,030 289,030 289,030

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 287,975 301,432 301,161 289,030 289,030 289,030 289,030

千円 287,975 301,432 301,161 289,030 289,030 289,030 289,030

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 税収確保対策事業 税務部 収納課

手段 意図（目的）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

政策体系

　平成19年度税制改正に伴い、所得税(国税)から住民税(市税)への税源移譲
が行われ、市税が増えることとなり滞納の増加が懸念された。
　このことから、多数存在していた高額滞納者への対策を講じ、税収を確保
することが喫緊の課題となった。

　新型コロナウイルス感染症による事業活動の縮小など経済全般への影響
は甚大なものとなっている。
　また、東日本大震災の復興需要がピークアウトを迎え、令和元年東日本
台風災害、令和３年及び４年の福島県沖地震など、市税徴税環境は厳しい
局面にあるが、税収の安定的確保は、市政執行上も重要な課題である。

　少子高齢化の進行により人口減少社会が到来し、人口構造の変化に伴う労働力人口の
減少が予測されるなど、社会経済情勢への影響が懸念される。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり、市税徴収環境の厳しい局面は今後も継続すると見込まれる。
　一方、行政需要は今後も増大すると想定されることから、これらに対応するための自
主財源の確保は今後も重要な課題である。

　税負担の公平・公正の原則に基づき、厳正な滞納処分（納期限内納税者の視点に立っ
た毅然とした滞納処分）をするとともに、一度に納付する資力がない場合や無資力であ
る場合等は法令に基づく猶予措置等を行うことが求められている。

大綱（取組）
ー

　収納率向上を目指し、口座振替に加えコンビニ収納やクレジット収納などキャッシュレス決済の納付手段の拡大
を進めている。また、納税カレンダーを作成し、全戸配布や金融機関の窓口に配布するなど、市税納付への意識高
揚を図ってきた。滞納者に対しては、督促状の発送に加え、催告書の発送や債権確保のための差押強化を行うとと
もに、差し押えた財産の公売を実施している。

　現年課税分の納期内納付を推進するとともに、滞納者へ納付を促すことにより、収入未済額の縮減を
図る。また、納付に応じない滞納者に対して滞納処分を行い、滞納繰越額を縮減し収納率の向上を図
る。

基盤的取組：行政経営効率化　等 10.4
17.1

活動指標② 公売実施回数

活動指標③ 債権等差押（預貯金、給与、生保、売掛金、不動産等）件数

成果指標① 収納率（市税）

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

対象指標 市税等の滞納者

活動指標① 催告書の発送件数

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

単位コスト（所要一般財源から算出） 市税等の滞納者１人あたりのコスト

事業費

人件費

成果指標② 口座振替納付割合（市税３税）

成果指標③ コンビニ、スマホ、クレジットカード決済納付割合

単位コスト（総コストから算出）市税等の滞納者１人あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

継続

【事業費】
　令和５年４月の地方統一QRコードの導入に伴いシステム
改修を要したため、事業費が増加した。

【人件費】
　令和４年福島県沖地震による罹災証明対応の影響もあ
り、人件費指標は減少した。

一次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

歳入計

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

ニーズ（小）

代替事業（無）

二次評価コメント

　督促をしても市税の納付がなされない者に催告書を発送し、完納若しくは納税相談を行い分納させるな
どして納付を促し、滞納者数の増加の抑止に努めた。
　また、催告書を送付してもなお納付に応じない滞納者に対しては、債権差押などの滞納処分を行い、滞
納者数の縮減に努めた。

　口座振替による納付割合については、WEB口座振替受付サービスの展開、加入勧奨、新規加入者への
奨励品の送呈等の施策により、納付方法が多様化しているところ、その割合を維持している。
　また、納税者の利便性向上のため行っているコンビニ、スマホ、クレジットカードによる納付割合
は、計画を上回り、納税者のニーズに即したサービスであると認められる。

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

２　公平性

３　効率性

ニーズ（小）

　当該事業は、収納率向上を目指し、納付手段の拡大や市税納付への周知喚起、
滞納者に対する適切な滞納処分等を行う事業である。
　令和４年度の催告書の発送件数は昨年度を下回ったが、催告書に応じない滞納
者に対し債権差押などの滞納処分を行い滞納者数の縮減に努めたところであり、
収納率は前年度と同水準で推移する見込みである。また、口座振替による納付
は、ＷＥＢ口座振替受付サービスの展開、加入勧奨、新規加入者への奨励品の送
呈等の施策により割合を維持するとともに、コンビニ、スマホ、クレジットカー
ドによる納付割合は年々増加傾向にあることから、納付者の利便性向上が図られ
ていることが窺える。
　今後においても、公平・公正な税収確保を推進し、収納率の向上を図るため、
継続して事業を実施する。

　税収の確保は、今後増大する行政需要を充たすうえで必要であり、本事業は、
納期内納付を推進し、市税を早期に徴収し収納率の向上を図るものである。
　今年度の収納率は前年度の水準を維持する見込みであるが、今後も収納率の向
上へ向けた取組みを行うとともに、ＤＸ推進等によりさらなる事務の効率化を図
りつつ継続して事業を実施する。
　また、スマホアプリやクレジットカードによるキャッシュレス収納は、納税者
の利便性向上につながるものであるため、利用促進を図っていく。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

○５　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5648

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

組合 338 311 309

組合 200 153 200 123 200 106 200 180 0 0

％ 93.4 90.4 93.4 94.2 93.4 95.2 93.4 93.4 93.4 93.4 93.4 93.4

千円 24.70 23.69 25.28 23.98 20.24 3.89 3.11

千円 24.70 23.69 25.28 23.98 20.24 3.89 3.11

千円 5,518 3,848 3,175 3,700 3,000 250 200

千円 2,844 3,520 4,637 4,000 3,500 1,000 800

千円 8,362 7,368 7,812 7,700 6,500 1,250 1,000

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 8,362 7,368 7,812 7,700 6,500 1,250 1,000

千円 8,362 7,368 7,812 7,700 6,500 1,250 1,000

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

2

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

3

4

意図（目的）

５　成果指標
（目的達成度）

2020年度（令和２年度）

納税貯蓄組合運営奨励事業

住民意向分析

　現組合においては、活動を通じ、納税意識の高揚を図ることなどが期待されている。

税務部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

収納課

納税貯蓄組合の納期内納付率

指標名指標名

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

政策体系

大綱（取組）

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

　組合長の高齢化や後継者不足などの影響による組合数の減少は、今後も継続するもの
と思われ、組合の新規設立による増加も見込まれない状況にある。
　また、統轄的役割を担っていた連合会も解散されたため、活動に際しては各組合の自
主性が求められる。

事業費

手段

【事業費】
　運営奨励金の交付組合数が減少し、対象事務や奨励金支
出額が減少したほか、表彰対象が発生しなかったこともあ
り、事業費は減少した。

【人件費】
　人件費については、運営奨励金の廃止に向けた説明会等
を実施した影響もあり、増加した。

単位コスト（総コストから算出）納税貯蓄組合１組合あたりのコスト

10.4
17.1

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

基盤的取組：行政経営効率化　等
ー 納期内納付率などの基準を満たした組合への運営奨励金の交付等を行う。

納税意識の高揚や納期内納付の推進など、自主財源である市税収入の確保に寄与する納税貯蓄組合を支
援する

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　連合会解散に伴う活動機会の減少もあってか納期内納付率も低下傾向が続いていたが、前年度に続き
令和4年度にあっても納期内納付率は上昇した。しかしながら、組合数及び運営奨励金交付組合数自体
は減少傾向が続いている。

成果指標分析結果

○

二次評価コメント

代替事業（無）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、納期内納付率等の基準を満たした組合への運営奨励金の交付を通
じて、納税意識の高揚や納期内納付の推進を図る事業である。
　令和４年度は、従来と同様に組合への運営奨励金交付を行った。納税貯蓄組合
は、戦後の混乱期に自主納付及び期限内の納付率が非常に低かったことから、納
税意識を高め、税の納付向上を推進するために組織された任意組織であり、納付
方法が限定的であった中では、税収の確保及び税に対する意識を高める活動に大
きく貢献してきた。
　しかしながら、現在は口座振替やコンビニ納付等の普及で自主納付が浸透し、
さらに個人情報保護による組合活動の制約や組合員の高齢化による事務負担が大
きくなっている。組合数及び運営奨励金交付組合数についても年々減少傾向にあ
ることから、令和５年度をもって当該事業を廃止する。

(1) 具体的なカイゼン策
市税収入の確保において、口座振替やコンビニ納付のほか、スマホ決済など納付方法が
拡大されてきた状況をふまえ、運営奨励金の将来的なあり方について検討を行うととも
に、各納税貯蓄組合との協議を行う。
(2) カイゼンの明確な時期
・令和４年度に検討・協議を行う。
・令和６年度（令和５年度分対象経費）から運営奨励金の基準額を段階的に減額し、将
来的に廃止する。
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・廃止時期についての庁内意思決定
・各納税貯蓄組合との協議
・郡山市納税貯蓄組合奨励規則の改正

廃止

　運営奨励金については、令和５年度の交付を最後とする庁内方針のもと、令和
４年度中に組合説明会及び規則改正を実施した。これにより納税者名簿の送付と
表彰事業は継続するものの、運営奨励金の交付事務及び予算要求は、今年度を最
後として終了となる。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

代替事業（有）

　納税貯蓄組合連合会の解散に伴い、各種活動は、それぞれの組合の自主性に委ねられることとなった。
　連合会の解散を受け、それまで実施されていた連合会主催の組合長研修会や納税キャンペーンなどの取
組は実施されず、統一的な組合活動は行われなかった。

活動指標分析結果

　組合長の高齢化や後継者不足などの影響により解散する組合もあり、組
合数は減少している。
　また、組合間の連絡協調や組合成績の向上を図るべく設置された納税貯
蓄組合連合会は、当初の目的を達成し平成29年度をもって解散されたとこ
ろである。

まちづくり基本指針

2024年度（令和６年度）
単位

　納税資金の貯蓄を目的として組織される組合を育成し、納税者の負担を軽
減するとともに、安定的な税収を確保するため、奨励金を交付する。

まちづくり基本指針七次実施計画

国・県支出金

歳出計（総事業費）

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

人件費

運営奨励金交付組合数

納税貯蓄組合数

単位コスト（所要一般財源から算出） 納税貯蓄組合１組合あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

歳入計

その他

市債

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

※評価２がある場合→原則「改善・廃止・統合」

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

廃止

代替事業（有）

一次評価コメント

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10007

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

千円 830,921 651,323 669,516

件 5 37 5 44 5 32 5 5 5 5

人 100 118 100 158 100 123 100 100 100 100

件 40 140 40 176 40 210 40 40 40 40

件 5 224 50 196 50 180 50 50 50 50 50 5

件 10 4 10 231 10 0 10 10 10 10 10 10

千円 10,000 60,856 10,000 62,736 10,000 65,381 10,000 10,000 10,000 10,000 100 100

千円 94 97 114 432 432 432 432

千円 94 97 114 432 432 432 432

千円 397 292 698 1,344 1,344 1,344 1,344

千円 20,589 18,689 19,726 20,233 20,233 20,233 20,233

千円 20,986 18,981 20,424 21,577 21,577 21,577 21,577

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 20,986 18,689 20,424 21,577 21,577 21,577 21,577

千円 20,986 18,981 20,424 21,577 21,577 21,577 21,577

　 実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

ニーズ（小）

活動指標分析結果

代替事業（無）

○

　当該事業は、債権管理に係る庁内の担当職員に向けた研修や相談・支援を行う
ことにより、法令等に基づく債権の着実な回収など、適正な債権管理に向けた総
合調整を行うものである。
　令和４年度の債権整理額は、計画値の6.54倍を達成した。庁内相談・協議件数
も、年々増加しており、債権管理の適正化を図るための研修等や、各課への積極
的な支援の成果が見て取れる。また、オンライン納付相談の実施など、市民生活
を取り巻く環境の変化に対応した手法を取り入れることで、収入未済額の縮減に
取り組んだところである。
　今後においても、債権管理の一層の適正化を推進し、市民負担の公平性を維持
するため、継続して事業を実施する。
　なお、適正な単位コストを把握できるよう、単位コストにかかる指標の見直し
を検討する必要がある。

【人件費】
県外現地調査や庁内の債権管理に関する相談・協議対応に
よる事務量の増加により人件費が増加した。

一次評価コメント

ニーズ（大）

代替事業（有）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

ニーズ（小）

　実績値は当初定めた計画値を大きく上回って達成されている。
　また、各活動指標は収入未済額の縮減を実現するための指標となるため、引き続き継続していくことが
望ましい。なお、本市における債権管理の適正化を図るため、庁内への情報提供や研修実施による全体の
知識向上が必要であると考えられる。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　実績値は、納付相談件数及び債権整理額において、当初定めた計画値を大きく上回って達成してい
る。特に債権整理額は、計画値の6.54倍を達成しており、人件費の3.31倍の成果をあげている。また、
納付相談の件数は収入未済額の縮減につながるものであり、オンライン納付相談などDX・５レス等に即
した効果的な手法等を導入することで引き続き収入未済額の縮減を目指していく。条例に基づく債権放
棄により、今後は適正な時効管理を行い、計画値程度となるよう債権管理の総合調整を行っていく。

成果指標分析結果

ニーズ（大）

代替事業（有）

一般財源等

継続

継続

　納付相談や債権整理額は計画を大きく上回っており、債権管理係設置４年で３
億円超{（過去4年の）成果指標③…220,285千円+市税…107,961千円｝の債権整
理を実現するなど、事業は順調に推進していることから、より一層、適正な債権
管理を継続していく。
　さらには、オンライン納付相談など、ＤＸ・5レス等に即した対応を推進して
いくとともに、市民生活を取り巻く環境が大きく変化していることから、生活状
況を考慮した適時適切な債権管理の総合調整を行う。

　平成30年３月の債権管理基本方針の策定、平成31年４月１日の郡山市債
権管理条例及び同条例施行規則の施行、債権管理係の新設、債権管理マ
ニュアルの策定等により、債権管理の一層の適正化を推進している。
　また、所管課による適切な債権管理のため、庁内への情報提供や担当者
説明・研修会の開催、相談対応や協議を継続している。

支払督促、訴えの提起及び強制執行等の件数

市税を除く債権の収入未済額

活動指標①

対象指標

歳入計

市債

まちづくり基本指針三次実施計画

活動指標③

活動指標②

単位コスト（総コストから算出）

債権管理係が整理した債権額（市税を除く）

市税を除く債権で執行停止及び債権放棄した件数

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

人件費

成果指標③

成果指標②

成果指標①

○

【事業費】
前年度コロナウイルス感染拡大防止のため自粛していた県
外現地調査の実施に伴う旅費の増加及び県外調査に係る委
託費の増加により、事業費が増加した。

市税を除く滞納者からの納付相談の１件当たりのコスト

市税を除く滞納者からの納付相談の１件当たりのコスト

二次評価コメント

単位
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

○

　市税を除く債権について、強制徴収債権については滞納処分、非強制徴収債権については支払督促、
訴えの提起及び強制執行等を行う。

　法令等に基づき債権を着実に回収する。併せて、法令等の手続きを適切に行うことにより、新たな滞
納の発生抑止を図る。

まちづくり基本指針

収納課

市税を除く債権の滞納者からの納付相談の件数

庁内からの相談・協議件数

指標名指標名

研修会等参加人数

　厳しい財政状況における収入の安定的確保のため、収入未済額の縮減が大
きな課題となっていた。また、収入未済額を縮減する取組は、市民負担の公
平性維持の観点からも重要であった。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

　郡山市債権管理条例及び同条例施行規則の施行並びに郡山市債権管理マニュアルの策
定により、法令等の規定に基づき、全庁統一的なルールにより債権を管理することが可
能となる。
　また、適切な債権管理を進めることにより、その波及効果として納付意識の向上が図
られ、収入未済額の縮減や市民負担の公平性の確保に資するものとなる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

基盤的取組：行政経営効率化　等 10.4
17.1

債権管理適正化推進事業

住民意向分析

　市民負担の公平性確保の観点から、財産があるにも関わらず納付しない滞納者に対し
ては法的措置を実施するとともに、一度に納付する資力がない場合や無資力である場合
等は法令に基づく猶予措置や債権放棄を行うことが求められている。

税務部

大綱（取組）

手段 意図（目的）

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2024年度（令和６年度）

歳出計（総事業費）

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

国・県支出金

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）


